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○ ○ ○ 1
履歴事項全部証明書又は現在事項全部証
明書＜写し可＞

【法人のみ対象】
・発行日が申請日前３か月以内のもの

○ ○ ○ 2
法人番号の確認資料（「国税庁法人番号公
表サイト」の法人情報の画面）

【法人のみ対象】
・「国税庁法人番号公表サイト」で法人名及び所在地等から検索
して確認した法人情報の画面をPDF化又は画像データ化してくだ
さい。

※法人番号は、国税庁が平成２７年１０月以降に法人の登記上
の所在地あてに送付した「法人番号指定通知書」に記載された１
３桁の番号です。
※１法人に１つの法人番号のため本店・支店・事業所とも同じ法
人番号を使用してください。

○ ○ ○ 3
法人税並びに消費税及び地方消費税の納
税証明書 （その３の３） ＜写し可＞

【法人のみ対象】
・税務署が発行したもので､申請日前３か月以内のもの
※免税事業者の場合も、必ず提出してください。

○ ○ ○ 4 身分証明書 ＜写し可＞

【個人事業者のみ対象】
・本籍地の市区町村が発行したもので、申請日前３か月以内のも
の
※破産宣告又は破産手続開始決定の通知を受けていないことを
証明する書類です。

○ ○ ○ 5
登記されていないことの証明書
＜写し可＞

【個人事業者のみ対象】
・発行日が申請日前３か月以内のもの
・後見登記等ファイルに成年被後見人､被保佐人､被補助人とす
る記録がないことの証明

※登記されていないことの証明書を提出できない場合は、「欠格
事由に関する誓約書」（様式B-7)を提出してください。
※詳しくは、東京法務局のホームページで確認してください。
https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/static/i_no_02.html

○ ○ ○ 6
「申告所得税及復興特別所得税」及び「消
費税及地方消費税」の納税証明書
（その３の２） ＜写し可＞

【個人事業者のみ対象】
・税務署が発行したもので､申請日前３か月以内のもの
※免税事業者の場合も、必ず提出してください。

○ － － 7 経営事項審査の総合評定値通知書の写し
・申請日現在有効なもので、複数ある場合は最新のもの
(総合評定値通知書の有効期間は、審査基準日から１年7か月で
す。)

－ － 〇 8 社会保険等の加入確認資料の写し

【以下の場合のみ対象】
・一部の自治体に対し、建設工事を申請せず、土木施設維持管
理を申請する場合
※申請の手引９～１０ページ参照。
・経営事項審査の総合評定値通知書で社会保険等が「無」の場
合

共通書類（１部）

書類名

https://houmukyoku.moj.go.jp/tokyo/static/i_no_02.html
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○ － － 9
建設業許可通知書の写し又は許可証明書
＜写し可＞

・申請日現在で有効なすべての業種について提出してください。
・許可通知書（証明書）の商号・代表者等が現状と異なる場合、行
政庁の収受印が押されている変更届等の写しを提出してくださ
い。※１※２

○ － － 10

建設業許可に係る申請書類の写し
　①建設業許可申請書（様式第1号）
　②営業所一覧表（別紙二）
　③建設業法施行令第３条に規定する
     使用人の一覧表（様式第11号）

・申請日現在で有効なすべての業種・許可区分（般・特）を含む申
請書類を提出してください。（新規・更新、業種追加）
・①は、許可行政庁の収受印が押されているものに限ります。受
理印が表紙に押されている場合は表紙も必要です。※１※２
・主たる営業所で申請する場合、③は不要です。

※建設業許可の申請内容（商号・代表者・所在地・業種・建設業
法施行令第3条に規定する使用人等）に変更があった場合は建
設業許可の変更届出書（様式第22号の2）・廃業届（様式第22号
の4）（どちらも行政庁の収受印が押されているもの）の写しも提出
してください。※１

○ － － 11 資格情報を証明する書類の写し

・「電気工事業」「管工事業」「電気通信工事業」「消防施設工事
業」の一部の受注希望工事を申請する場合、提出してください。
・管工事業の浄化槽工事は申請する事業所で届出が必要です。
変更がある場合は変更届の写しの提出も必要です。

※申請の手引６～７ページ参照。

－ ○ － 12 登録状況を証明する書類の写し

・登録されているものがある場合は、提出してください。
・測量業務及び建築関連コンサルタント業務（建築意匠）を申請す
る場合は、申請する事業所が登録されていることがわかるもの
（申請する事業所の名称及び所在地が記載されているもの）を提
出してください。変更がある場合は変更届の提出も必要です。

※申請の手引７～８ページ参照。

○ ○ ○ 13

障害者雇用に係る書類
　（①、②のどちらかを提出）
　① 障害者雇用状況報告書の写し
　② 障害者雇用の状況 （様式Ｂ－５）

【障害者を１人以上雇用している場合】
①「障害者雇用状況報告書」の提出義務のある者（従業員の総
数が４０人以上）
公共職業安定所に提出した障害者雇用状況報告書（令和６年６
月１日現在のもので、行政庁の収受印が押されているもの）の写
しを提出してください。
※電子申請の場合は、電子申請したことが分かる画面をPDF化
又は画像データ化したものを合わせて添付してください。

②「障害者雇用状況報告書」の提出義務のない者（従業員の総
数が４０人未満）
障害者雇用の状況（様式Ｂ－５）（申請日時点）を提出してくださ
い。

○ ○ ○ 14 ＩＳＯ９００１認証取得登録証の写し

○ ○ ○ 15 ＩＳＯ１４００１認証取得登録証の写し

書類名

【登録がある場合】
・（公財）日本適合性認定協会（ＪＡＢ）（又はＪＡＢと相互承認して
いる認定機関）に認定された認証機関が認証した登録証
・申請日現在有効なもの
・登録範囲が申請業務について取得している場合に限ります。

《参考》（公財）日本適合性認定協会（ＪＡＢ）
https://www.jab.or.jp/

※ＩＳＯの認証が「製造」等で申請業務以外の場合は対象となりま
せん。
※登録証で登録範囲が確認できない場合は付属書の写しも提出
してください。
※外国語で記載されている場合は訳文を添付してください。

https://www.jab.or.jp/
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○ － － 16 監理技術者の状況（様式Ｂ－６）

【監理技術者が1人以上いる場合】
・監理技術者資格者証の写し
・２名以上いる場合であっても１名分のみとしてください。

※有効期間内のもので、資格者証に記載されている所属建設業
者名が申請事業者と一致しているものに限ります。

○ － － 17
建設業労働災害防止協会加入証明書
＜写し可＞

【加入している場合】
・建設業労働災害防止協会の都道府県支部が発行したもので、
申請日前３か月以内のもの

○ ○ ○ 18 委任状（様式Ｃ－５）

【代理人を置いて申請する場合】
・様式C-５を作成し、１部提出してください。
・申請自治体関係なく、代理人を置いて申請する場合は提出して
ください。
※代理人を置いて申請する場合とは・・・本店(本店内で代理人を
置く場合を除く)以外で申請する場合が該当します。(支店、営業
所等)

【申請する自治体に、下記の５自治体が含まれる場合】
・委任の有無に関わらず、様式C-６を作成し、ＰＤＦ化したものを１
部提出してください。

加須市、鶴ヶ島市、ふじみ野市、滑川町、戸田ボートレース企業
団

【使用する印について】
・代表者印（実印）欄
法人の代表者（代表取締役等）の実印を押印してください。

・使用印鑑欄
使用印鑑は次の４つのいずれかの方式で押印してください。
　方式１　実印（代表者印）での押印
　方式２　役職印（代表取締役印等の役職名が入った印を指す）
　　　　　　での押印
　　　　　　※役職印を使用する場合は、代表者役職名と同一の
　　　　　　　 役職印を使用してください。ただし、代表取締役社長
　　　　　　　 で申請し、印鑑の役職名が「社長」程度の差異であ
　　　　　　　 れば可とします。
　           ※申請書に記載のある役職名が、印影から 読み取る
　　　　　　　 ことができない役職印は使用できません。
　方式３　社印（角印）と個人の認印の２つの印鑑を併用しての
　　　　　　押印
　方式４　個人の認印での押印（個人事業者のみ）

なお、スタンプタイプの簡易印鑑（シャチハタ等）は使用できませ
ん。

書類名

○ ○ ○ 19 使用印鑑届（様式Ｃ－６）※３
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・申請日現在において、自社と資本関係又は人的関係にある会
社が、下記自治体の令和７・８年度競争入札参加資格申請（工
事）を行った、又は行う予定があり、かつ、同自治体に申請する場
合、１部提出してください。

さいたま市、川越市、川口市、ふじみ野市、秩父広域市町村圏組
合

※本店又は主たる営業所の所在地、商号、代表者氏名を記入し
てください。

※「１　資本関係に関する事項」については、自社から見て、
　　　「（１）会社法第２条第４号の規定による親会社」
　　　「（２）会社法第２条第３号の規定による子会社」
　　　「（３）（１）の記載による親会社を同じくする他の子会社」
　　の情報をそれぞれ記入してください。

※「２　人的関係に関する事項」については、自社の会社の役員
が、他社の役員を兼ねている場合に、自社における役職及び氏
名、関係する他社の商号・名称、本店所在地、他社における役職
をそれぞれ記入してください。

※「親会社」
　株式会社を子会社とする会社その他の当該株式会社の経営を
支配している法人として法務省令で定めるものをいう。（会社法第
２条第４号）

※「子会社」
　会社がその総株主の議決権の過半数を有する株式会社その他
の当該会社がその経営を支配している法人として法務省令で定
めるものをいう。（会社法第２条第３号）

※「役員」
　「役員」とは次の者とする。
　　ア　代表取締役
　　イ　取締役（社外取締役を含む。ただし、指名委員会等設置
　　　　会社の取締役は除く。）
　　ウ　指名委員会等設置会社における執行役又は代表執行役
　　エ　法人格のある各種組合の理事等
　　オ　その他、名称が異なってもアからエのいずれかの職務権
　　　　限等に該当する者

〇 〇 〇 21
納税状況等照会同意書兼誓約書
（様式Ｃ－１４）※３

【申請する自治体に、下記の１９自治体が含まれる場合】
埼玉県、さいたま市、秩父市、所沢市、本庄市、春日部市、鴻巣
市、深谷市、朝霞市、北本市、三郷市、吉川市、白岡市、伊奈
町、三芳町、鳩山町、小鹿野町、上里町、杉戸町

・上記１９自治体への納税証明書（県・市・町税）の提出は原則不
要です。様式C-14の提出をもって、税担当課へ納税状況等の照
会を行います。

・課税されていないことを含めて納税状況等を確認するため、各
自治体に事業所がない場合も必ず提出してください。

・納税状況等が確認できないときは、各自治体から申請者に納税
証明書等の提出を求めることがあります。

・新型コロナウィルス感染症等の影響による納税の猶予制度を受
けていて、納税証明書が発行されない場合は各自治体に問い合
わせしてください。

※１　電子申請で収受印が無い場合はＪＣＩＰの申請・届出内容画面をPDF化又は画像データ化したものを提出してください。
※２　更新中の場合は、更新前の許可通知書（証明書）と行政庁の収受印が押されている更新申請書の写しも提出してください。
※３　本様式に関してのご不明点等は、該当する申請自治体へ直接ご確認ください。

共通書類に関しての問合せ先

埼玉県 総務部 入札審査課

ＴＥＬ　０４８－８３０－５７７１　

○ ○ ○ 20
資本関係・人的関係調書（様式Ｃ－１３）
※３

書類名


